
3．単 独 決 算 の 概 要

１．需    要

この結果、販売電力量合計では、４.８％の増加となりました。

（単位：百万ｋＷｈ）

２．供    給

（単位：百万ｋＷｈ）

(注１)　原子力設備利用率は、試運転分を除いております。

(注２)　従来火力に含めて表示していた地熱発電については、電気事業会計規則の改正に合わせて、前年度末より
　　　　新エネルギー等として表示することに変更しております。
　　　　なお、前年同期実績は当第２四半期の区分に合わせて表示しております。
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電灯および電力は、オール電化住宅の普及に加え、春先の低気温や夏季の高気温による冷暖房

特定規模需要は、産業用における鉄鋼業などでの前年の生産調整による大幅な落ち込みの反動増

需要の増加などにより、４.８％の増加となりました。

４.９％の増加となりました。
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供給設備の適切な運用をはかったことから、安定した供給を維持することができました。
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３．収    支

（１）収    益

（２）費    用

（３）利    益

・

・

ました。

修繕費は、発電設備に係る定期検査費用の増加などにより、１３２億円（４２.５％）の

減価償却費は、定率償却による逓減効果などにより、３１億円（△６.０％）の減少と

・

なりました。

・ 燃料費・購入電力料は、販売電力量の増加はありましたが、泊発電所３号機をはじめとした

・

・

増加となりました。

原子力発電量の増加などにより、９１億円（△１６.８％）の減少となりました。

・ 電灯・電力収入は、販売電力量の増加などにより、９３億円（３.８％）の増加となり、これ

にその他収益を加えた経常収益合計では、１２３億円（５.０％）増加し、２,６１７億円と

・ 人件費は、退職給付会計に係る費用の減少などにより、６億円（△２.１％）の減少となり

なりました。

支払利息は、金利の低下などにより、２億円（△３．０％）の減少となりました。

いたしました。

この結果、経常費用合計では、６２億円（２.６％）増加し、２,４６５億円となりました。

以上により、経常利益は、６１億円（６８．０％）増加の１５１億円となりました。

また、資産除去債務会計基準の適用に伴う過年度分の影響額を特別損失として計上した

その他費用は、経営全般にわたる効率化に努めましたが、公租公課や原子力バックエンド

費用の増加などにより、６２億円（９.５％）の増加となりました。

・ なお、中間配当につきましては、本日開催の取締役会において１株につき２５円と決定

・

後の四半期純利益は、５億円（１７.６％）増加の３３億円となりました。



収 支 比 較 表 （単位：百万円）

電 灯 料 117,057 113,909 3,147 102.8 247,619

電 力 料 136,719 130,559 6,159 104.7 270,862

(　小　　計　) ( 253,777 ) ( 244,469 ) ( 9,307 ) ( 103.8 ) ( 518,481 )

そ の 他 収 益 7,999 4,909 3,090 162.9 10,826

［ 売   　　上　   　高 ］ [ 260,411 ] [ 248,355 ] [ 12,055 ] [ 104.9 ] [ 526,894 ]

合 計 261,777 249,379 12,397 105.0 529,308

人 件 費 27,796 28,402 △ 606 97.9 56,471

燃 料 費 ・ 購 入 電 力 料 45,385 54,566 △ 9,181 83.2 124,080

修 繕 費 44,276 31,066 13,210 142.5 80,817

減 価 償 却 費 49,658 52,842 △ 3,184 94.0 108,796

支 払 利 息 7,390 7,618 △ 227 97.0 15,092

そ の 他 費 用 72,089 65,849 6,240 109.5 130,847

合 計 246,597 240,345 6,252 102.6 516,105

[ 21,713 ] [ 16,173 ] [ 5,539 ] [ 134.3 ] [ 26,824 ]

15,179 9,034 6,145 168.0 13,203

4,288 3,362 926 127.5 3,612

4,923 － 4,923 － －

5,967 5,671 295 105.2 9,591

2,584 2,795 △ 211 92.5 4,211
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